
１．趣旨
持続的な鉄道網の確立に向けたＪＲ北海道の将来的な経営見通しや、国の実効ある支援などについて関係者が意見交換を行う。

２．概要
時間・場所 平成３０年８月２１日（火）１４：３０～１５：４５（道庁３階知事会議室）
出席者 ①国土交通省 蒲生鉄道局長 ②北海道市長会 菊谷市長 ③北海道町村会 棚野会長

④ＪＲ北海道 島田社長 ⑤ＪＲ貨物 真貝社長 ⑥北海道 高橋知事
３．内容

ポイント 主な発言内容

国の責任
・負担の
根拠

○ 地域や道議会から、地域が負担を行う法的根拠がないことや、国と同水準の負担をすることへの疑問が出されている。【知事】

● 持続可能な地域公共交通の実現には、地域公共交通活性化再生法の考え方等に基づき、地域の関係者が主体的に判断し、

支援することが必要。【蒲生局長、以下同様】
● 鉄道事業者に対する支援は、国と地域で同水準の補助を行う仕組みが各種あり、個別の法的根拠に基づくものではない。
● 負担については、（同水準ではあるが）同額ではない。地域の実情を聞き、最終的にどのようにするか相談させていただきたい。

地財措置
○ 地域の負担にあたっては、負担の軽減と、地方財政措置が一体で講じられることが不可欠。【知事】

● 道内自治体の厳しい財政状況については十分承知しており、道と相談の上、所要の地方財政措置を要求してまいる。【蒲生局長】

支援期間
・検証

○ 検証についてどのような成果を求められるのか。枠組みや進め方について、地域と十分に協議することが必要。【知事】
○ 現行法の２年間は国が支え、地域は利用促進や地域の特色を活かした観光施策と連携した取組を進めるべき。【棚野会長】

● 特例勘定を活用した国の支援を責任を持って続けるためにも、２年間の取組は重要。地域の取組が始まっているということを検証の

中で確認して、法改正に向け、国民の理解を得ていきたい。【蒲生局長】

線区の
議論

○ 「鉄道よりも他の交通手段が適しており、利便性の向上も期待できる線区」 については、地域の皆様と十分な議論を行い、地域の理
解を得ながら対応していくことが必要。【知事】

● 本年３月に道が策定した交通政策総合指針を尊重し、地元の方々とじっくり議論していくことが必要と考えている。【蒲生局長】

ＪＲの経営
見通し

○ ＪＲにおいては、経営改善に向けた取組を早急に検討し、具体的な収支などの経営見通しを早期に提示してほしい。【知事】

● 収支の見通しについては、できるだけ早い時期に説明する必要があると考えている。経営改善に向けた取組の中には、２年間の中

で具体的な成果を出すことが難しいものもあるが、地域と連携して取り組みたい。【島田社長】

その他

○ 過疎地域は運転手不足が深刻。単純にバス転換ということではなく、きちんと市町村と向き合って議論をして頂きたい。【菊谷市長】
○ 国の支援に貨物列車の走行線区に関する内容が示されたことに感謝。今後も北海道の暮らしと経済を支えるべく努力。【真貝社長】

● トラックも含めバスの運転手不足も深刻であり、大きな課題として取り組んでまいりたい。【蒲生局長】
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